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県税

（＋200億円＋12.5%）

地方交付税等

（▲16億円▲0.5%）
※臨時財政対策債、

震災復興特別交付税

含む

国庫支出金

（＋1,309億円＋42.1%）

繰入金

（＋320億円＋7.3%）

県債

（＋46億円＋6.0%）

その他

（▲303億円▲11.2%）

億円

（対前年度当初）

１－１ 平成２５年度当初予算の概要 

１兆５，７６４億円 

１兆７，３２０億円 歳 入 
（対前年度当初 ＋１，５５６億円 ＋９．９％） 

○ 公共事業等、復興需要の増加に 
 伴い、法人２税等が好調に推移し、 
 前年度より増加する見込み 

県 税 

○ 国の地方財政計画における地方 
 税収増の見込み等により、地方交 
 付税は減額。震災復興特別交付税 
 は引き続き地方交付税総額と別枠 
 で確保 

地方交付税等 

○ 除染対策基金の積増し等により 
 増額 

国庫支出金 

○ 復興関連６基金のうち原子力災 
 害等復興基金、復興交付金基金な 
 どの繰入金が増加 
  →６基金で＋３７３億円 

繰入金 

◆ 厳しい財政状況の中、あらゆる方策を講じて財源を捻出しながら、ふくしま新生プランに基づき、 

 一日も早い復興・再生の実現に向けた取組を最優先に予算を編成【「復興加速化」予算】 

１ 
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億円

その他経費

（＋885億円＋10.5%）

投資的経費

（＋733億円＋25.2%）

公債費

（＋16億円＋1.4%）

扶助費

（▲33億円▲5.5%）

人件費

（▲45億円 ▲1.7%）

（対前年度当初）

１－２ 平成２５年度当初予算の概要 

歳 出 

１兆５，７６４億円 

１兆７，３２０億円 

○ 人件費 退職手当の減少 など 
 
○ 扶助費 災害救助費の減少 
      （▲２８億円） など 

義務的経費 

○ 公共事業 災害復旧、復興交付 
      金事業の増加など 
      （対前年度＋２２億円 
              ＋１．０％） 

○ その他  ふくしま産業復興企業 
      立地支援事業の増加 
      （＋５１７億円）など 

投資的経費 

○ 積立金 除染対策基金積立 
      事業の増加 
      （＋1,296億円）  など 

その他経費 

２ 



２ 平成２５年度補正予算の概要 

①平成２５年度１号補正予算（平成25年4月23日専決） 
         総額     ２億８，０００万円      
【主な事業】 自主避難している母子避難者等に対する高速道路の無料
化措置  

 平成２５年度補正額 計  ４１７億円 平成２５年度予算累計額 １兆７，７３７億円 

 ②平成２５年度２号補正予算（平成25年7月3日議決） 
          総額   ５７８億９，０００万円      
【主な事業】 除染対応、津波被災住宅の再建を支援するための交付金
の交付、農林水産業の再生、風評被害対策 等 

③平成２５年度３号補正予算（平成25年7月3日議決） 
         総額     ３億６，３００万円      
【主な事業】 東日本大震災復興推進調整費などによる事業 

④平成２５年度４号補正予算（平成25年10月9日議決） 
         総額   ２０７億４，１００万円      
【主な事業】 復興公営住宅の整備促進、風しん対策、緊急雇用創出事
業の増額、双葉農業普及所の移転 等 

⑤平成２５年度５号補正予算（平成25年12月17日議決） 
         総額    ３９億５，６００万円      
【主な事業】 只見線の復旧復興、首都圏情報発信拠点の整備、グルー
プ補助の増額 等 

⑥平成２５年度６号補正予算（平成26年3月10日議決） 
         総額  △１６８億５，６００万円      
【主な事業】 国の経済対策等に対応するための経費、復旧・復興事業
における事業費の減額・年度間調整、事務事業の年間所要見込額の
確定 等 

◆ 平成２５年度当初予算編成後、避難者支援や原子力災害に伴う放射性物質の除染対策など、復興・再生等 

 に向け直面する課題に対応 

◆ 今年度、これまで８度の補正予算を編成 

⑦平成２５年度７号補正予算（平成26年3月28日専決） 
         債務負担行為   ６９億５，４００万円      
【主な事業】 ふくしま国際医療科学センターの施設整備のための限度
額の増額 等 

⑧平成２５年度８号補正予算（平成26年3月31日専決） 
         総額  △２４６億４，２００万円      

３ 
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県税
（＋150億円＋8.3%）

地方交付税等
（＋57億円＋1.8%）
※臨時財政対策債、

震災復興特別交付税
含む

国庫支出金
（＋1,418億円＋32.1%）

繰入金
（▲950億円▲20.3%）

県債
（▲138億円 ▲17.1%）

その他
（▲120億円▲5.0%）

億円

（対25年度当初）

３－１ 平成２５年度予算８号補正（最終補正）後の姿 

歳 入 

◆ 復興・再生等に向け直面する課題に対応するため、これまで８度の補正予算を編成 

◆ 原子力災害等復興基金、東日本大震災復興交付金基金など復興関連基金を活用 

地方交付税等 

国庫支出金 

繰入金 

諸収入 

○ 震災復興特別交付税の増額 
 ・治山事業 ＋19億円 
 ・グループ補助 ＋11億円 

○ 復興公営住宅整備など交付対   
 象事業の増 
 ・長期避難者生活拠点形成交付金 
  ＋297億円 
 ・グループ補助 ＋15億円 

○ 除染対策基金繰入金（▲764億）、 
 原子力災害等復興基金繰入金  
 （▲347億円）などが減少、復興交 
 付金基金繰入金（＋90億円)、長 
 期避難者生活拠点形成基金繰入 
 金(＋63億円)などが増加 

○ 復興公営住宅整備委託金 
           ▲127億円 
○  原子力損害賠償金  ＋79億円 

１兆７，３２０億円 
（対25年度当初 ＋４１７億円 ＋２．４％） 

１兆７，７３７億円 

４ 
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その他経費
（＋1,137億円＋12.2%）

投資的経費
（▲525億円▲14.4%）

公債費
（▲18億円▲1.5%）

扶助費
（▲97億円 ▲17.1%）

人件費
（▲80億円 ▲3.0%）

（対25年度当初）

３－２ 平成２５年度予算８号補正（最終補正）後の姿 

○ 公共事業 
  ・復興公営住宅整備促進事業 
  （▲61億円） 
  ・治山事業（＋46億円） 
○ 公共事業以外 
  ・企業立地支援事業（▲385億円） 
   ・市町村復興支援交付金 
  （＋103億円）          など 

投資的経費 

○ 補助費等 
    ・市町村除染対策支援事業 
    （▲731億円） 
   ・グループ補助（＋24億円） 
○ 積立金 
    ・復興交付金基金積立（＋147億円） 
    ・原子力事故影響対策基金積立 
  （＋25億円） 
    ・長期避難者生活拠点形成基金積立 
   （＋297億円） 
    ・除染対策基金積立（＋824億円） 
    ･復興基金積立（＋241億円） など 

その他経費 

歳 出 

１兆７，３２０億円 

１兆７，７３７億円 

義務的経費 

○ 人件費 
 ・給与減額支給措置（▲52億円） 
            など 

５ 



４－１ 平成２６年度当初予算の概要 

１兆７，３２０億円 

１兆７，１４５億円 歳 入 
（対前年度当初 ▲１７５億円 ▲１．０％） 

○ 復興需要等に伴い、法人２税等 
 が好調に推移し、前年度より増加 
 する見込み。 

県 税 

○ 地方税収増の見込み等により、 
 地方交付税は減額。震災復興特別 
 交付税は引き続き地方交付税総額 
 と別枠で確保。 

地方交付税等 

○ 除染関連経費の２５年度前倒し 
 交付等により減額となる見込み。 

国庫支出金 

○ 復興交付金基金、県民健康管理 
 基金及び社会福祉施設等整備基金 
 の繰入金が増加した反面、除染対 
 策基金繰入金は事業費の減に伴い 
 減少。 

繰入金 

◆ 厳しい財政状況の中、あらゆる方策を講じて財源を捻出しながら、ふくしま新生プランの実現に 

 向けて、復興の流れを大きく、より確かなものにしていくための予算を編成。 

６ 



４－２ 平成２６年度当初予算の概要 

歳 出 

１兆７，３２０億円 
１兆７，１４５億円 

○ 人件費 復興に向けた人員確保 
      などにより増加 
 
○ 扶助費 災害救助費の減少 
      （▲６６億円） など 

義務的経費 

○ 公共事業 復興公営住宅整備促進 
      事業の増加など 
      （対前年度＋３８８億円 
             ＋１７．０％） 

 
○ その他  ふくしま国際医療科学 
      センター等拠点整備の 
      増加など 

投資的経費 

○ 積立金 除染対策基金積立事業 
      減少（▲６８３億円） 
      など 

その他経費 

７ 



５ 財源不足への対応（平成26年度当初予算編成時） 

◆ 復興・再生に係る多様かつ膨大な財政需要により、巨額の財源不足が発生 

◆ あらゆる方策を講じて財源を捻出しながら予算を編成 

（１）財源不足額 

（２）財源確保の状況 

 ○ 平成２６年度当初 １，８８２億円   

 ① 歳入確保     １，６０６億円 

  ・ 原子力災害等復興基金の活用（１，３６２億円）や県債の更なる活用など 
 

 ② 歳出抑制       ▲１７億円 

  ・ 事務事業の見直しなどによる徹底した歳出削減 
 
 ③ 主要基金の取崩し   ２５９億円 
 

８ 



６ 県税・地方交付税の状況 

◆ 県税収入は、復興需要に加えて製造業の業績回復や堅調な個人消費等を受け、法人２税 

 など一部税目が好調に推移し、前年度より増加する見込みであるが、先行きは不透明 

◆ 一方、実質的な地方交付税については、地方税収の増加を見込んでいることから減額と 

 なっている。 

（１）県税収入見込額 

（２） 地方交付税（実質的な地方交付税） 

平成２５年度当初予算額 

 １，８０２億円 

＋１８０億円（＋１０．０％） 
〔参考〕 
 平成２３年度当初 1,756億円 

 平成２４年度当初 1,602億円 

税 目 増減額 増収率 

個人県民税 ＋３１億円 ＋５．９％ 

法人県民税 ＋１２億円 ＋１３．４％ 

法人事業税 ＋９４億円 ＋２９．３％ 

地方消費税 ＋４０億円 ＋１９．５％ 

平成２６年度当初予算額 

 

 
１，９８２億円 

＜主な税目の増減＞ 

税収増となったものの、 

復興需要の継続など、 

今後の先行きは不透明 

平成２５年度当初予算額 

 

 
２，６１９億円 

平成２６年度当初予算額 

 

 
２，３９２億円 

▲２２７億円（▲８．７％） 

税 目 増減額 増収率 

普通交付税 ▲１５７億円 ▲８．０％ 

特別交付税 ±０億円 ±０．０％ 

臨時財政対策債 ▲７１億円 ▲１１．１％ 

＜実質的な地方交付税の増減内訳＞ 

９ 



７－１ 特別な財政措置［震災復興特別交付税］ 

◆ 従来の国費負担の拡充とともに、事業実施状況に合わせて地方負担分の全額を震災復興 

 特別交付税で措置（平成２３年度から） 

◆ 震災復興特別交付税は通常の地方交付税総額とは別枠で確保（平成２６年度も引き続き措置） 

（１）対象経費 

  ① 直轄・補助事業の地方負担分 

   ② 補助対象とならない地方単独事業の負担分 

    （単独災害復旧事業、自治法派遣職員経費、警察官増員経費、風評被害対策経費 等） 
   ③ 地方税等の減収分 

    （地方税法特例措置及び条例減免による減収額） 

（２） 本県措置状況 

※１）２３年度、２４年度及び２５年度は交付決定額、２６年度は当初予算計上額 
※２）国の措置状況：２３年度１．６兆円、２４年度０．７兆円、２５年度０．６兆円、２６年度０．６兆円 

区  分 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

①直轄・補助事業の地方負担分 ６８０億円 ５８７億円 ４９０億円 ６６６億円 

②地方単独事業の負担分 １４５億円 ２９７億円 ９３億円 ９１億円 

③地方税等の減収分 ３９億円 ３０億円 ７５億円 ２０億円 

計 ８６４億円 ９１４億円 ６５８億円 ７７７億円 

１０ 



７－２ 特別な財政措置［基金造成の財源措置］ 

◆ 原子力災害等復興基金を始め復興・再生に係る基金造成のための財源を措置 

◆ 復興・再生に係る主な基金の総積立額 １５，８１３億円  （平成２３年度～平成２６年度） 

復興・再生に係る主な基金の執行状況 （注）表示単位未満の端数については、記載区分毎に四捨五入している。 

１１ 



８ 事業執行に係る課題（繰越額の状況） 

■ 震災後、年々倍増していた繰越額は減少 

■ 今後も、復興・再生を着実に推進していくため、繰越事業を含めた適切な進行管理が必要 

基金積立 

を除く 

事業執行額 

ベース 

１２ 


